








































A Study on the Role of Local Government Officials at Local Communities in an Era that Local 
Governance is regarded as important: through analyzing the Community Support Staff System
 宇佐美　　　淳 
要旨
本稿では，財政状況が厳しく，職員数が減少する一方，住民から求められるニーズは複雑・多岐化するとい
う，現在の自治体をめぐる経営状況において，特に住民に身近な存在としての基礎的自治体では，今後，職員
が地域に直接赴いて活動することが今以上に重要となるものとの前提に立ち，考察を進める。また，その考察
材料となる具体的事例として，未だ全国で約３割の自治体でしか実施されていない，「地域担当職員制度」の
積極的な導入及び活用を提案する。
そのために，「地域担当職員制度」について，全国規模で実施されているアンケート調査の結果を基に現状
分析を行い，先行研究を整理する中で，その概念定義を行う。また，より具体的な事例として，全国でいち早
く「地域担当職員制度」を導入した千葉県習志野市の事例を始め，実際に「地域担当職員制度」に取り組んで
いる自治体で，独自に詳細なアンケート調査を実施している愛知県高浜市の事例，大都市自治体として取り組
んでいる北海道札幌市及び福岡県福岡市の事例について，それぞれ分析を行い，ローカル・ガバナンスが重視
される時代の地域コミュニティにおける自治体職員の役割についてまとめる。
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月に国（総務省）が立ち上げた，自治体戦略2040構
想研究会（以下「構想研究会」という）による第一
次報告でも触れられている（構想研究会2018：49）。
構想研究会では，自治体行政の課題として，2040年
の想定人口を基に試算した職員数（参考値）の減少
等を鑑みた場合，現在よりも更に少ない職員数での
自治体経営が必要となる可能性を示唆している（同
上：36）。このような量的な減少により，自治体経
営の中核となる人物が少なくなっていることを課題
として指摘する見解（鍵屋2018：4）も見られる。
第32次地方制度調査会は，2019年７月に中間報
告をとりまとめており，そこでは，政策分野横断的
に地域コミュニティや行政組織の枠を越えて，行政
のあり方を含めた社会システムをデザインし直すた
めの構想力を身に付け，多様な主体との連携により
地域のイノベーションを生み出し推進することがで
き，時代の変化に柔軟に対応できる人材として，膨
大な業務に追われる行政職員の負担を軽減し，関係
機関との結び付けを調整するコーディネート機能を
有する自治体行政職員像を掲げている（第32次地方
制度調査会2019：11，15，20，25）。
　本稿では，そうした自治体経営をめぐる課題解決
の一端として，限られた人員，つまり自治体職員数
の中，より住民に近い立ち位置で，地域コミュニ
ティが抱える課題を早期に把握することを目的に考
察を進める。その上で，それを行政内の各部署間で
有機的に連携し，限られた財源の中，より効果的な
対応を図るための調整を行う存在として，政策分野
横断的に，住民ニーズの把握や地域コミュニティ
における各種活動の支援等を行う自治体職員とし
て，未だ全国で約３割の自治体でしか実施されてい
ない，「地域担当職員制度」に着目する。本制度は，
後に取り上げるアンケート調査結果からも分かるよ
うに，実際に導入している自治体からは，自治体職
員の地域コミュニティにおける諸活動への参加は，
住民との間に「顔の見える関係」が構築されること
で相互の理解と信頼関係の創出につながること，縦
割り行政の是正につながること，自治体職員として
のやりがいやモチベーションの向上につながること
がその成果として挙げられている（地方自治研究機
構2017：3）。本稿では，何故，「地域担当職員制度」
は未だ全国で導入が進まないのかを主となる問いと
して考察を進める。
　そこで，まず第１章で，本稿で主とする問いに対
して，地域担当職員を担う自治体職員の負担感が大
きいこと，制度化してもその活動内容等が周知不足
であること，町村やそれに近い人口規模の市では，
職員自体が地域担当職員の役割を担っていることが
考えられるのではないかとの仮説を立てることとし
た。その上で，そもそも「地域担当職員制度」とは
何か，第２章では，全国規模で実施されたアンケー
ト調査結果から見るその導入状況及び活動実態につ
いて分析するとともに，概念定義を試みる。また，
第３章では，実際に同制度を導入している自治体の
事例分析を行う。これら第２章及び第３章におい
て，第１章で示した，本稿で主とする問いに対する
仮説の実証を行い，第４章でその問いに対する解決
策として，理想とする「地域担当職員制度」につい
て，先行研究の整理を踏まえ，その形態と活動内容
の両面から考察する。
１　仮説の提示と用語の説明
　何故，「地域担当職員制度」は全国で導入が進ま
ないのか。この問いに対する仮説として，以下の３
つが考えられる。１つ目は，減少傾向が続く自治体
職員がその限られた人員の中で，様々な政策分野に
関する地域コミュニティないし住民からの要望に対
応するには，地域担当職員を担う職員の負担感が大
きいことが考えられる（仮説１）。
また，例え３割とは言え，既に導入している自治
体が存在する中で，一概にその活動が活発的である
とは言えず，自治体内で住民を始めとした地域コ
ミュニティに対し，その存在や活動内容等が十分に
周知されていないことが考えられる（仮説２）。
そして，そもそもの議論として，例えば町村やそ
れに近い人口規模の市では，その職員自体が地域担
当職員としての役割を担っており，わざわざ制度化
して導入する必要に迫られていないことが考えられ
る（仮説３）。以下，第２章及び第３章を通して，
119ローカル・ガバナンスが重視される時代の地域コミュニティにおける自治体職員の役割に関する考察
これらの仮説を実証していきたい。
なお，本稿を進めるにあたって，次の用語につい
て予め本稿での定義をここで説明しておくこととす
る。それは，本稿の主題目でもある「ローカル・ガ
バナンス」についてである。本稿で用いる「ローカ
ル・ガバナンス」について，ガバナンスという用語
自体の定義が様々見られる中で，本稿との関係から
次の定義を参考にする。
　１つは，「ガバナンス」を様々な「治態」を記述
する概念とし，「ローカル・ガバナンス」の概念を
定義するにあたっては，「ローカル」の意味が重要
であり（金井2015：36），それを「「狭い」かつ「周
辺」という「地方」」（同上：37）と捉えた上で，「ロー
カル・ガバナンス」つまり「地方治態」とは，住民（人
間からなる主体（actor）または当事者（stakeholder），
それらによって構成された各種団体），区域（「ロー
カル」を画定するもの），自治体（自治権のある意
思決定の舞台）の三位一体の結合態であるとする定
義（同上：38）である。
もう１つは，自治体行政を含めた地域コミュニ
ティを構成する様々な活動主体間の関係とそれぞれ
の振る舞い方で，そこでは，NPOの活躍も含め新
たな変化が生じており，そうした変化に対する自治
体行政と民間との協働は新たな局面を迎えており，
行政と民間との協働はその新たな挑戦であるという
定義（大森2015：228-229）である。
また，本稿の場合，各アクター（活動主体）の行
動を統制する単一の中心的存在はないことが大きな
特徴の１つであり，それは多くの領域や政府段階を
またぎ，その分多くのアクターが様々な戦略をもと
に政策を形成していくことで，複雑な政策環境を形
成しているとする（べビア2013：116），ネットワー
ク・ガバナンスに近いものとして定義する。
　つまり，本稿において筆者が用いる「ローカル・
ガバナンス」とは，広くは都道府県という広域自治
体，市区町村という基礎自治体，狭くは小中学校の
学区や町内会自治会等の旧来のアクターはもとよ
り，NPO等の新たな公共に携わるアクターと，行
政とが，それぞれに利害関係を有しながら，政策分
野を横断したネットワークを構築している状態のこ
ととする。
２　「地域担当職員制度」の現状把握
2.1　全国アンケート調査結果から見た導入状況と活
動実態
2.1.1　日本都市センターによる調査結果
　第２章では，まず，「地域担当職員制度」の現状
把握として，「地域担当職員制度」に関して，比較
的最近実施された全国規模でのアンケート調査であ
る，公益財団法人日本都市センター（以下「日本都
市センター」という）が2013年４及び2015年５に実
施しているもの並びに，一般財団法人地方自治研究
機構（以下「地方自治研究機構」という）の自治体
マネジメント研究会が実施したもの6を取り上げる。
　まず，2013年に，日本都市センターが全国812都
市自治体を対象に実施したアンケート調査による
と，「現在どのような地域コミュニティ支援策を実
施していますか」との質問に対し，「地域担当職員
制度を導入」との回答が26.7%となっている（日
本都市センター2014：178）。また，その２年後の
2015年に，同じく日本都市センターが全国813都市
自治体を対象に実施した同様のアンケート調査で
は，「地域担当職員制度を導入していますか」との
質問に対し，「導入している」との回答が31.5%，「導
入していない」との回答が67.1%と（日本都市セン
ター2016：259），導入している自治体が，2013年
実施の調査時点より0.8%増加し，全国で約３割の
自治体で導入しているというこの結果は，もう１つ
の全国規模で実施された地方自治研究機構によるア
ンケート調査の結果とも整合性を有しているものと
言える。
2.1.2　地方自治研究機構による調査結果
次に，2016年に，地方自治研究機構が全国1,741
市区町村を対象に実施したアンケート調査を見て
いくこととする。まず，「地域担当職員制度」の実
施状況に関する質問（n＝1,152）に対して，「現在，
実施している」との回答が30.0%，「実施していたが，
廃止した」との回答が3.0%，「現在，検討している」
との回答が4.0%，「以前，検討していた」との回答
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が4.8%，「検討したことはない」との回答が58.2%
となっている（地方自治研究機構2017：3，15）。こ
の結果からは，導入状況について，先の日本都市セ
ンターによる調査結果との整合性が見て取れるとと
もに，検討すらしたことがない自治体が約６割もあ
ることが分かる。
次に，選任方法が専任か併任（兼任）かに関す
る質問（n=1,152）に対して，「専任」との回答が
13.5%，「併任（兼任）」との回答が82.5%，「その
他」との回答が1.0％となっている（同上：22）。ま
た，同様に選任方法について，指名制か公募制か
に関する質問 (n＝345)に対して，「指名制」との回
答が62.1%，「公募制」との回答が15.0%，「その他」
との回答が22.9%となっている（同上：32）。これ
らの結果からは，殆どの自治体が本来の職務と併任
（兼任）する形で地域担当職員を担っていること，
職員自身が応募する形で選任されるというよりも，
行政組織内の決まりに従い指名される形で選任され
ていることが分かる。
次に，職務上の位置付けに関する質問（n＝345）
に対して，「職務として実施」との回答が92.2%，「職
員の意思に基づくボランティアとして実施」との回
答が7.5%，「その他」との回答が0.3%となっている
（同上：26）。この結果からは，法令上当然と言えば
それまでだが，地域担当職員を勤務時間内外に職務
として担っていること，また，わずかではあるが，
ボランティアとして実施している例も見られ，それ
も当然ながら，わざわざ休暇を取って活動している
こととなる。
次に，担当する各地域の職員数に関する質問（n
＝345）について，「1.1～3.0人」との回答が41.1%，
「3.1～5.0人」との回答が20.0%，「0.1～1.0人」との
回答が18.4％，「その他」との回答が20.5%となって
いる（同上：43）。この結果からは，合計して約6
割が1.1～5.0人との回答で，複数人によるチーム制
を採っていること，約２割が最低でも1.0人との回
答で，単独人による個人制を採っていることが分か
る。
次に，対象となる職員の範囲に関する質問（n＝
345）に対して，「一定の現業職員を除く全職員」と
の回答が59.7%，「一定の職位の職員」との回答が
37.1%，「その他」との回答が3.2%となっている（同
上：29）。また，同様に対象となる職員の職位に関
する質問（n＝345）に対して，「全職員が課長級
までの職位」との回答が39.1%，「職員に次長・部
長以上の職位がいる」との回答が31.0%，「全職員
が課長級未満の職位」との回答が19.7%，「その他」
との回答が10.2%となっている（同上：43）。これ
らの結果からは，対象となる職員の範囲は，概ね①
全職員，②現業職員を除く，③ある職位の管理職ま
で，④管理職を除く，⑤管理職のみという５つのパ
ターンに分けることができることが分かる。
ここまでは，地域担当職員として配属される職員
そのものに焦点を当てた内容となっており，以下の
ものは地域担当職員が配属される地域（地区）に焦
点を当てた内容となっている。
まず，対象となる職員の居住要件に関する質問
（n＝345）に対して，「当該自治体外在住も対象と
なる」との回答が89.9%，「当該自治体外在住は対
象とならない」との回答が9.3%となっている（同
上：33）。また，担当地域は職員の住所地が考慮さ
れるかとの質問（n＝345）に対して，「原則住所地」
との回答が47.2%，「特に考慮しない」との回答が
47.0%，「その他」との回答が0.9%となっている（同
上：36）。そして，同様に担当地域について，職員
の希望が考慮されるかとの質問（n＝345）に対して，
「特に考慮しない」との回答が76.8%，「原則希望通
り」との回答が20.0%，「初めての時だけ考慮する」
との回答が2.0%となっている（同上：39）。
次に，担当する地域の規模に関する質問（n＝
345）について，「自治会・町内会の区域」との回
答が48.4％，「小学校区」との回答が24.3％，「支所」
との回答が4.0％，「出張所等」との回答が2.0％，「中
学校区」との回答が2.9%，「その他」との回答が
18.3％となっている（同上：45）。
ここまでの調査結果から，「地域担当職員制度」
の形態を大まかに分類すると以下の図１のようにな
る。
最後に，求められる役割・活動内容に関する質問
及び導入による成果に関する質問については，次の
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表１及び表２のとおりの結果となっている。
2.2　全国アンケート調査及び導入自治体における定
義
そもそも「地域担当職員制度」とは何なのか。こ
の点について，まず，先のアンケート調査における
定義を見てみることとする。日本都市センターによ
るアンケート調査の定義は，一般的に，その地域コ
ミュニティに通じた自治体職員を本来業務とは別に
配置し，地域コミュニティの人材育成を阻害しない
よう，情報伝達役や助言役として行動する存在とし
ている（日本都市センター2016：45）。また，地方
自治研究機構によるアンケート調査上の定義は，ア
ンケート調査実施時と実施後の分析時とに分けら
れ，前者では，「住民との対話・交流を通じ，地域
課題の解決に住民の意向を反映させ，職員の意識を
住民本位に転換させることを目的に，職員を各地域
の担当者として配属し，住民と共に地域課題の解決
を図る制度」（地方自治研究機構2017：3）とし，後
者では，「自治会・町内会（連合会等を含む）やま
ちづくり協議会等の地域自治組織の事務や活動に関
する相談，行政との連絡や協議について，特定の市
区町村職員を担当者として地域自治組織に対する行
政の窓口の役割を担わせる制度」としている（同上：
89）。
次に，より具体的に，本稿で事例分析の対象とす
る自治体の規則等の規定について，次の表３のとお
りまとめた。
2.3　先行研究による定義
　アンケート調査や既に制度を導入している自治体
の規則等では以上のように示された定義であるが，
「地域担当職員制度」に関する先行研究ではどのよ
うに定義されているのだろうか。以下，その一部で
はあるが，先行研究の整理の意味も含めてまとめて
みたい。
地域コミュニティにおける町内会自治会等の地域
自治組織は，地域コミュニティにおける存在の重み
があり，行政との関係でも適切なローカル・ガバ
ナンスが確保されるべきとした上で，その次元で
役割・活動内容
回答率
（複数回答）
施策や事業に関する情報提供 72.2%
地域づくりへの助言や後方支援 61.4%
住民ニーズの把握 56.8%
祭り・イベントへの参加・開催支援 49.6%
地域清掃等、環境美化運動への参加 29.3%
文書作成等の事務的支援
地域計画の策定支援
29.0%
表１　地域担当職員に求められる役割・活動内容【n=345】
一般財団法人地方自治研究機構（2017）『地域担当
職員制度に関する調査研究』61を基に筆者作成
成果内容
回答率 
（複数回答）
地区の意向や要望が把握しやすく
なった
67.5%
住民と顔の見える関係が構築できた 61.7%
地区との信頼関係ができた 54.2%
地域の課題解決に役立った 44.9%
行政施策や事業内容を分かりやすく説明で
きる機会が増え、住民の理解も深まった
31.9%
表２ 「地域担当職員制度」の導入による成果【n=345】
一般財団法人地方自治研究機構（2017）『地域担当
職員制度に関する調査研究』75を基に筆者作成
図１　「地域担当職員制度」の形態に関する大分類
 筆者作成
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の取組には，「納得と共感」が不可欠であり（大杉
2014：3-4），その担い手としての自治体職員に着目
した制度化が考えられるべきであるとの指摘（同
上：3-4）が見られる。また，「一般に，自治体職員
を自治体内の区分された特定の地域をその専任担当
として，職務上に位置付ける仕組み」のことで，「自
治体行政側から積極的に地域に関わっていくアウト
リーチ手法の一つ」であるとする見解（大杉2016：
26）も見られる。その他，「単位自治会や連合会，
あるいは校区単位など，基本的に基礎自治体内を網
羅する形で区分された一定の地区ごとに，当該地区
を担当する人材を配置し，行政上の地域課題や要望
等の聴取，各種地区別計画の策定支援など，住民・
行政間の連絡・調整機能を担う制度」（佐藤2009：
163）や，「自治体職員が地域コミュニティや住民，
各種団体などの担当職員となり，地域の問題・課題
の解決や積極的なまちづくりに向けて共に考えてい
こうとするしくみ」（元木2007：104），「直接市民
が参加する組織化の形態とは異なるが，それらを支
援する枠組として新しく工夫されてきた方策」と捉
える見解（玉野2013：127）等が見られる。
　ここまでの考察を踏まえて，本稿における筆者に
よる「地域担当職員制度」の定義を示しておきた
い。つまり，「地域担当職員制度」とは，冒頭行っ
た「ローカル・ガバナンス」の「ローカル」に関す
る定義と同様，広くは都道府県という広域自治体，
市区町村という基礎自治体，狭くは小中学校の学区
や町内会自治会の範囲，あるいはそれらの境界をま
たいだ空間に対して，役所（役場）ないし出先機関
等を活動拠点に，住民を始めとした地域コミュニ
ティとの連絡調整はもとより，地域コミュニティに
おける各種行事への参加や，各種地域活動への支援
等を役割として，各地域に１人ないし複数人による
自治体行政職員を配置する制度のこととする。
３　事例分析
3.1　先駆的取組としての千葉県習志野市の事例
第３章では，ここまで考察してきた「地域担当職
員制度」の実態として，また，それが抱える課題の
解決策の模索として，幾つかの自治体の事例を分析
していく。
最初の事例分析として，「地域担当職員制度」を
全国に先駆けて導入している千葉県習志野市の事
例を取り上げる。同市は，千葉県の北西部に位置
し，2020年１月31日現在で，総面積20.97k㎡，人口
自治体名
導入
年月日
Ⅰ勤務
　形態
Ⅱ活動形態
Ⅲ選任
　方法
Ⅳ対象職位
Ⅵ地域
　規模
活動内容
根拠
法令
都道府
県名
市名
千葉県
習志野
市
1968年
８月１日
併任
（兼任）
チーム制
（１地区（全16地区）１～４
班で、管理職が正副地区長及
び班長、事務局長を務め、１
班10数人編成）
指名制
現業職員及び出先機関等の職
員を除いた全職員
小学
校区
規則上明記されている地域コ
ミュニティの実態把握や市政の
問題点の把握、及びその住民か
らの意見及び苦情に対しての補
助的機能を始め、広報・広聴の
担い手やまちづくりの担い手と
しての役割。
地域担当制
実施規則
愛知県 高浜市
2008年
４月１日
併任
（兼任）
チーム制
（６人以内１チーム）
公募制
（実質指
名制）
概ね入庁６年目以内の保育士
及び教諭職を除いた職員（人
材育成の観点）
小学
校区
地区の課題の把握やその解決に
向けた助言及び協力を始め、派
遣先のまちづくり協議会との連
絡・連携調整等。
実施要綱
北海道 札幌市
1972年
４月１日
併任
兼任）
チーム制
（所長１人及び支援員２人）
指名制
市内に全87ヶ所（内出張所2ヶ
所を含む）に設置されている
まちづくりセンターの職員（課
長級１人及び非常勤職員２人）
（概ね）
中学
校区
実際に職員が配置されるまちづ
くりセンターの分掌事務として、
地区住民組織の振興及び住民組
織のネットワーク支援に関する
ことや、地区のまちづくりに関
する施策等の企画及び推進に係
る調整に関すること等。
事務分掌
規則
福岡県 福岡市
2004年
４月１日
専任 個人制 指名制
各区役所の地域支援部（区政
推進部）の職員（係長級）
小学
校区
実際に校区担当職員が配置され、
それを所管する各区の地域支援
課の分掌事務として、地域活動
の支援に関すること等。
事務分掌
規則
表３　「地域担当職員制度」を導入している自治体の事例
一般財団法人地方自治研究機構（2017）『地域担当職員制度に関する調査研究』及び各自治体で公表されている情報を基に筆者作成
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173,906人となっている。同市は，東京の都心から
小一時間と，「ベッドタウン」の呼称が盛んに使わ
れ出した当時，通勤圏として比較的恵まれた位置に
立地していたことから，埋立地の造成とともに人口
は急激に増加していった（鷲北1974：8）。
そうして急成長を遂げた同市では，その人口増加
に対する都市政策の推進のため，市民自治による都
市政策の形成として，市民自治の概念がその背景に
存在していた（同上：7）。こうした市民自治の概念
に基づく都市政策の形成を目指した，同市を含めた
当時の革新自治体においては，市民生活の保障（シ
ビル・ミニマム）を含む自治体計画の目標として
の，自治体行政によって支えられる国民生活基準
（ナショナル・ミニマム）について，国民生活の実
態としての市民生活の保障（シビル・ミニマム）に
基づき決定されるべきとする，「シビル・ミニマム」
の概念が大きな影響を与えていた（松下1965：63，
72，武藤2017：66-67）。
先に取り上げた地方自治研究機構が行ったアン
ケート調査結果によると，同市では，元々地域コ
ミュニティに根付いた職種であり，市民に身近な役
割を果たしている保健師を，１地区に必ず１名配置
しており（地方自治研究機構2017：106）7，その効
果もあってか，地域担当職員が参加する会議の開催
状況は，2014年度で年間103回（１地区平均6.4回），
2015年度で100回（１地区平均6.3回）開催し，延
べ参加人数は2014年度で4,660人（１回平均45人），
2015年度で4,563人（１回平均46人）と，一定程度
の人数が参加する中，安定して開催されていること
が分かる（同上：107）。課題としては，制度に関す
るそれまで以上の住民への周知や，職員の業務負担
感とその地域差が挙げられている（同上：108）。
　この習志野市の地域担当制について，2018年７
月，同市協働経済部協働政策課に調査を行った8。
まず，制度開始から半世紀が経過する現在におい
て，導入当初と現在とでその役割等に変化が生じた
点があるかとの質問に対し，役割に特段変化は生じ
ていないとの回答であった。次に，職員の負担感解
消のため何か工夫されていることがあるかとの質問
に対し，地域担当制は職務として実施しており，職
員各自が担当する通常業務と同等の割合で地域担当
制の職務に当たっていることから，特段の負担感と
いうものはないが，各地域コミュニティの会議や行
事等については，その地域コミュニティにより規模
や回数が異なることから，職員間の業務量は地域差
があるのが実情であるとの回答であった。
　そこで疑問となるのが，まず，これまでの半世紀
もの間続けてこられたのは何故か。本市の事例を取
り上げる理由はまさにこの点にある。つまり，全国
初の導入事例であり，それが現在まで続いていると
いう点である。その理由は，導入から半世紀後の現
在における，地域担当制の活動実態から見て取るこ
とができる。つまり，普段の業務で地域コミュニ
ティに根付いている保健師を含めたチーム制で取り
組んでいる同市では，地域担当職員が参加する会議
の開催状況に効果を発揮している点である。
3.2　独自のアンケート調査を実施している愛知県高
浜市の事例
　次に，先に取り上げた全国規模でのアンケート調
査では把握し切れない，実際に「地域担当職員制度」
に取り組んでいる自治体で，独自に詳細なアンケー
ト調査を実施している事例として，愛知県高浜市の
事例を取り上げる。同市は，愛知県の中央部に位置
し，2020年２月１日現在で，総面積13.11k㎡，人口
49,173人となっている。
　同市では，2004年５月に発足した高浜市構造改
革推進検討委員会が，翌2005年３月に報告書を提出
し，その中で「地域内分権の推進」がうたわれたこ
とから（高浜市2005），2005年度に市内で最初の南
部まちづくり協議会が設立され，2007年度に，同協
議会側から「職員地区制度」の提案を受け，庁内の
プロジェクトチームによる検討を経て，2008年度
よりまちづくり協議会特派員（以下「特派員」とい
う）制度が開始されている（岩崎2016：2-3）。
先の地方自治研究機構によるアンケート調査結果
からも，職員の負担感については課題として挙げら
れているが，特派員制度について分析を行った市職
員は，「職員数が減少するのにも関わらず，業務量
が増加しており，職員が疲弊している状態にある。
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また，地域と関わる職員がいる一方，地域に関わっ
ていない職員も存在しており，職員間に不公平感が
生まれている」との課題を示している（同上：1）。
　そこで，特派員制度に関する分析を行った市職員
からは，その役割を「行政の地域施策における政策
担当職員」に特化させ，その業務を地域コミュニ
ティとの連絡調整，地域コミュニティにおける活動
の企画支援及び助言と，これまでに築き上げてきた
地域コミュニティとの信頼関係や活動状況の安定化
を鑑み，従来の役割を残す中で，地域の声を把握し
た上での行政施策の企画立案という新たな役割を付
与する案が提案されている（同上：8-9）。その一方
で，「地域経営力」を培う手法として，まちづくり
協議会の活動自体への参加は任意とし，職員の負担
感の軽減と地域コミュニティによる行政への過度な
期待の払拭を図ることも同時に提案されている（同
上：9）。
高浜市では，市独自で特派員に関するアンケート
調査を実施している9。同アンケート調査結果から
は，全職員中31%の特派員経験者を対象とした，「経
験してみてよかったことはありますか」との質問
（n=57）に対して，「職務に役立つ人脈づくりがで
きた」との回答が32.7%，「地域社会についての知識
や情報を得ることができた」との回答が45.8%，「そ
の他」との回答が21.5%となっている（首都大学東
京2015：265-266）。次に，同じく経験者を対象とし
た，「活動を行うことによって発生する課題は何だ
と思いますか」との質問（n=57）に対して，「プラ
イベートの境界が曖昧になってしまう恐れがある」
との回答が46.7%，「本来業務の遂行に支障が出る
可能性がある」との回答が37.4%，「その他」との
回答が15.9%となっている（同上：267-268）。最後
に，特派員に対する印象についての質問（n＝115）
に対し，「プラスイメージ」との回答が34.0%，「マ
イナスイメージ」との回答が56.0%，「その他」と
の回答が10.0%となっている（同上：269）。
同市の事例を取り上げた理由は主に３つある。１
つ目は，これまで見てきたように，同市が職員を対
象として独自に特派員に関するアンケート調査を実
施しており，同市職員の現場の声を含め，より詳細
な現状を垣間見ることができる点にある。
２つ目は，特派員制度を導入するにあたって，そ
の地域コミュニティ内のまちづくり協議会側から提
案を受けている点にある。この点について，要綱等
で予めその役割を行政側の都合のみで枠付けしてし
まうのではなく，各地域コミュニティの特性を鑑
み，可能な限り各地域コミュニティとの対話を通し
て，その役割を定めておくことが求められるものと
考える。同市の事例は，まさに地域コミュニティか
らの提案を受け，そのニーズに応える形で導入され
たものであると言える。それは，地域担当職員を
「制度」化するということが，単に規範（ルール）
化するのではなく，いかにして異なる考え方を持つ
アクター間を非公式な面も含めてコーディネーショ
ンするか，という意味も含んでいるものと考える。
　そして３つ目は，2017年４月から制度自体を見
直し，それまで管理職を含めた全職員を対象として
いたものを，前述のとおり概ね入庁から６年目以内
の職員とし，人材育成の観点に重点を置いたことを
始め，任期最終年の３年目の職員をサポーターとし
て位置付け，特派員を支援する仕組みを構築してい
る。こうして見直しが図られることが，今後他の既
導入自治体においても求められるものと考える。
3.3　まちづくりセンター所長を配置する北海道札幌
市の事例
　「地域担当職員制度」を導入している大都市自治
体として，まずは，札幌市のまちづくりセンターの
所長について取り上げる。札幌市は，北海道の石狩
平野南西部に位置する県庁所在都市であり，2020
年２月１日現在で，面積1,121.26k㎡，人口1,970,277
人，10の行政区から構成される政令指定都市であ
る。
　1972年の政令指定都市移行と同時に配置された
地域担当職員は，全国で既に導入している自治体の
中でも，いち早く導入している千葉県習志野市に次
いで古く，政令指定都市として導入している自治体
の中では，最も古いものとなっている。
　札幌市のまちづくりセンターでは，地域コミュニ
ティによるまちづくりセンターの自主運営が進め
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られている（札幌市市民自治推進課2018：19）。一
方で大きな課題も抱えている。同市が2016年３月
に実施した調査結果10から，そもそもまちづくりセ
ンターの存在を知らない住民の割合が約４割もいる
ことが分かっている（札幌市市民自治推進課2017：
38）。その理由は明確で，そもそも同センターを利
用したことのない住民が約８割にも上るのが現状と
なっている（同上）。
　また，2016年３月に同市が実施した調査結果で
は，「いつも暇そうにしていて何をしているのかわ
からない。とても楽な仕事の印象がある」との意見
等，批判的なものも見受けられる（同上：39）。一
方で，同市が実施した別の調査結果11では，「まち
づくりセンターの職員は，実に良く働いてくれてい
る」との肯定的な意見も見られる（札幌市市自治推
進課2016：36）。
　同様に，まちづくりセンターの全所長を対象に
行った別のアンケート調査結果12によると，同セン
ターで認識されている地域課題については，特に防
災の領域で，「高齢者や障害者等の避難が困難な人
への対策・対応」が87.3%と高い割合を示しており，
まちづくりセンターの所長には，地域防災だけでな
く地域福祉も同時に求められることが読み取れる結
果となっている。一方で，同センター自体の課題に
ついては，「職員の不足」との回答が24.5%，「住民
ニーズの把握が困難」との回答が15.1%となってい
る（木下他2015：89）。
　これらのアンケート調査結果を踏まえ，更に詳細
な本稿独自の分析を試みるため，全所長を対象にア
ンケート調査を実施した，北陸大学経済経営学部マ
ネジメント学科の奥田純子助教に電子メールによる
ヒアリング調査を行った13。先に取り上げた，所長
の負担感を軽減させるための方策が何かとられてい
るかについて，そうした取組は特になく，考えられ
る方策の１つとして，例えば，地域住民組織の集会
に顔を出す場合，事務手続き的なことは全て所員に
任せ，所長はあくまでも地域と行政との直接的なや
りとり，特に顔が見える関係づくりからの信頼関係
の構築に特化する等，明確な役割分担が考えられる
とする。
　その上で，自主運営にせよ直営にせよ，まちづく
りセンターの所長として重要なことは，いかに地域
の顔を知っているかであり，その地区の住民と幅広
く対話することを通じて，地域の課題をあぶり出
し，住民と一緒に解決していくことではないかとし
ている。
　また，札幌市では，2018年12月に策定した，市有
建築物及びインフラ施設等の管理に関する基本的な
方針の中で，「現在の小学校区に相当するエリアを
『地域コミュニティエリア』と設定し，まちづくり
センターや児童会館等日常生活に必要な機能を配置
してい」くこととしている（札幌市2018：23）。加
えて，「身近な地域に必要な機能は住民にとって安
全で身近な存在である小学校に集約するなど，小学
校を中心とした公共施設の複合化を進め，多世代交
流の場を創出してい」くこととしている（同上）。
3.4　地域コミュニティからの評価を実施している福
岡県福岡市の事例
　同様に，「地域担当職員制度」を導入している大
都市自治体として，福岡市の校区担当職員について
取り上げる。福岡市は，福岡県の西部に位置する県
庁所在都市であり，2020年２月１日現在で，面積
343.46k㎡，人口1,596,180人，７つの行政区から構
成される政令指定都市である。校区担当職員の原型
は，戦後の1947年５月，町内会自治会に代わり設置
された世話人である。2004年４月，同制度の廃止と
各小学校区単位に自治協議会の新設が行われ，それ
とともに校区担当職員が配置されている。
その校区担当職員配置後の2006年10月，同職員を
含む各種コミュニティ施策を評価・検証するため，
福岡市コミュニティ関連施策のあり方検討会（以
下「あり方検討会」という）を，2014年７月に地域
のまち・絆づくり検討委員会（以下「検討委員会」
という）をそれぞれ設置し，前者は2007年10月に
第1次及び2008年10月に第２次と２回にわたる提言
を（福岡市2007，福岡市2008），後者は2015年10月
に提言をそれぞれ行っている（福岡市2015）。前者
の提言では，「区に地域支援部が設置され，校区担
当職員が配置されたことにより，顔の見える市役所
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として，コミュニティと行政との信頼関係が形成さ
れてきています」との一定の評価が（福岡市2007：
5），後者の提言でも，「各区地域支援課の校区担当
職員が共働のまちづくりに一定の役割を果たしてい
ます」との評価がそれぞれなされている（福岡市
2015：2）。
実際に各地域で日常生活を送る住民からは，校区
担当職員にどのような役割が求められているのだろ
うか。この点について，福岡市はこれまでに，2010
年度，2014年度，そして2018年度の３回，自治協
議会長を対象にアンケート調査を実施している。校
区担当職員に求められる役割について，2010年度
調査（n＝136）では，情報提供との回答が45.6%，
各種助言との回答が40.4%（福岡市2011：9），2014
年度調査（n＝127）では，情報提供との回答が
72.5%，各種助言との回答が18.1%（福岡市2015：
45），そして2018年度調査（n＝135）では，情報提
供との回答が62.2%，各種助言との回答が24.5%と
なっている（福岡市2019：50）。
また，あり方検討会の提言では，「各部署が，地
域の課題や状況を的確に把握し，施策に反映させる
ことができるよう，校区担当職員や公民館において
現状を把握し，各部署に対し適切な情報提供を行っ
ていくことも重要」とした上で（福岡市2005：10），
各種の支援施策や運営上の参考事例等を幅広く把握
し，情報提供や助言等を適切に行っていく必要があ
るとしている（同上：11）。
3.5　小括
　ここまでで，本稿冒頭で挙げた３つの仮説につい
て検証してみたい。まず，仮説１の職員の負担感
については，先の地方自治研究機構によるアンケー
ト調査結果から，地域担当職員が参加する地域行事
のほとんどが休日の開催であるため，職員の負担が
増えることが指摘されている（地方自治研究機構
2017：3）。加えて，高浜市の事例におけるアンケー
ト調査結果や，札幌市の事例における各種調査結果
からも見て取ることができる。
また，仮説２の制度の周知不足による不活性化
については，先の地方自治研究機構によるアンケー
ト調査結果から，「地域担当職員制度」を一度導入
したが，制度の趣旨が住民に理解されなかったた
め，具体的な活動に結び付かず，地域計画の必要性
も理解されなかった事例も明らかとされている（愛
知県新城市，同上：130）。加えて，札幌市の事例に
おける市の調査結果から，活動拠点となる公共施設
の存在すら知らない現状が垣間見られた。
そして，仮説３の制度化の必要性に対する疑問
については，先の地方自治研究機構によるアンケー
ト調査結果から，業務とボランティアとのバランス
をどうとるかが個人の資質によるところが大きいこ
とが課題の１つとして示されている（高浜市，同上：
113）。加えて，高浜市の事例における実際に経験し
た職員からの声に，その必要性に対する懐疑的な印
象が見受けられた。
また，札幌市の事例からは，同市の「地域担当職
員制度」の実態，特に地域コミュニティによる評価
からは，それが上手くいくかどうかについて，実際
に担う職員の性格や能力に依拠していることが読み
取れた。
この点については，住民との間の役割分担や，そ
こでの地域支援が職員自身の業務なのかプライベー
トなのかの区分け等に関して，予め十分に検討し，
ルールを設け，それらを住民に説明する等しない
で，安易に導入してきた面があるのではないかとの
指摘（嶋田2014：161）が注目される。
つまり，地域担当職員を制度化しておくことの意
義として，その勤務形態や活動形態，選任方法や活
動内容について予め要綱等においてルール化してお
くという意味だけでなく，ただ漠然と自治体職員が
本来業務の余った時間や，同じ地域コミュニティで
日常生活を送る中での暗黙の了解として，半強制的
に休日を返上して地域コミュニティにおける諸活動
に，言わば消極的な姿勢で関わるのではないことが
前提として考えられる。また，職員個々の性格や能
力に大きく左右されることを可能な限り避けるため
にも，その目的や活動形態，活動内容等について予
め定めておき，いかにして担当する職員の負担感を
減らしていく中で，取り組んでいくことができるか
に重点を置くことにあるものと考える。
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４　理想とする「地域担当職員制度」
4.1　制度の形態
　ここまで見てくる中で，「地域担当職員制度」と
いっても，その呼称から始まり活動形態や内容が
様々であることが見られ，「一口に地域担当制と
いっても，…形式面だけで制度設計の在り方には
ヴァラエティがある」との指摘（大杉2013：10）や，
「用法としては…様々な状況である。『制度』とする
ことは，やや一般的と言い難い」との指摘（元木
2007：103）が見られるように，その概念定義は曖
昧さを伴っていることが分かる。そこで，以下，よ
り具体的な「地域担当職員制度」の概念定義を試み
ることを通して，理想とする「地域担当職員制度」
について考察することとする。
まず，理想とする「地域担当職員制度」の形態で
あるが，先の図１で示した大まかな分類に基づいて
言えば，その勤務形態は，専任で配置することがで
きれば最善策と言えるが，それは本稿冒頭でも指摘
したとおり，限られた財源及び人員の問題があり，
より現実的な次善策として併任（兼任）での配置と
なるものと考える。実際に，導入している自治体の
多くが併任（兼任）であり，専任といっても人数が
限られた担当課の職員を指している場合も見られ
る。ちなみに，ボランティアという選択肢について
は，職員の負担感軽減という観点からも，地域担当
職員を制度化するという本稿の目的からも課題が大
きいものと考える。
次に，その活動形態は，個人制という１人の職員
だけでは，その資質や能力に左右されることが大き
く，地域コミュニティからのニーズを１人で受け止
めるには，負担が大き過ぎるものと思われるため，
チーム制が最善策であると考える。
なお，地域コミュニティにおいて，併任（兼任）
の地域担当職員が，より効果的に活動するための方
策として，実際に取り入れている自治体も見られる
が，地域担当職員を支援する部署を行政内に設け，
その職員は専任として配置するという制度設計も考
えられる。
次に，その選任方法は，本来であれば職員自身の
意志，高い志に基づいて選任されることが一番望ま
しいが，アンケート調査結果が示しているように，
その多くを指名制ないし指名制と公募制の折衷が占
めているのが現状である。つまり，公募のみでは必
要数を確保できず，指名に頼らざるを得ないことを
示しているものと考える。実際に，高浜市の事例や
札幌市の事例からは，地域担当職員に対するイメー
ジが決して良いわけではなく，それを倦厭する雰囲
気があるのも事実である。
それは，次の対象職位及び担当地域にも関係して
いる。つまり，特定の目的から職位を限定して強化
するような方法も見られるが，公募制により自らの
意志で活動に取り組む職員を選任することにより，
可能な限り対象となる職員を多くすることが考えら
れ，一定の職位に限定する方法よりも管理職を含め
た全職員を対象とする自治体が多いという結果に繋
がるものと考える。よって，指名制か公募制かの２
択ではなく，特定の目的を設定する場合は，その目
的を達成するために最適な一定の職位の職員を指名
する方法を採ることが次善策と考える。
また，その担当地域については，アンケート調査
結果からは，職員の希望は特に考慮せず，原則職員
の住所地としている自治体が多いことが読み取れる
が，公募制を重視し，より志の高い職員を選任する
ためには，原則住所地としつつも，各地域コミュニ
ティの有する特性や抱える課題に鑑み，応募する職
員の希望（できれば複数）を聴取し，考慮すること
を前提とすることが求められる。
そして，その地域規模は，アンケート調査結果で
は，古くから地域住民の活動範囲の最小単位である
町内会自治会が多く，その連合組織が構成されてい
る自治体も多い，小学校区もそれなりの数が見られ
る。先にも述べたように，地域コミュニティの特性
や抱える課題は様々であり，それらに対応すること
を考えれば，従来どおり町内会自治会を活動範囲と
することも十分に意義のあることと考える。
しかし，今後，対応する職員自体も限られたもの
となってくることを鑑みるならば，小学校区を基本
単位とし，チームを組む職員を更に分けて町内会自
治会を分担させる方法も考えられる。実際に，札幌
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市の事例からは，主に子育て世代が利用する児童会
館や，生涯学習の場として主に高齢者世代が利用す
る公民館等の機能を複合化し，多世代の住民が交流
できる場として位置付けること，その複合化した公
共施設を地域の活動拠点として，町内会自治会とい
う狭い範囲ではなく，より広い小学校区という範囲
を「地域コミュニティエリア」として位置付けるこ
ととしている。それは，活動拠点となる公共施設が
複合化されていることにより，様々な政策分野の部
署による支援がより直接的に受けられること，自ず
と同施設に多世代の住民が集まることにより，公共
サービスを提供する対象がより身近になること等，
効果的な活動が期待できるものと考える。
4.2　制度の内容
　次に，理想とする地域担当職員の活動内容である
が，参考とすべき３つの考え方を紹介する中で，そ
のあり方についてまとめることとする。１つ目は，
今里滋による「マトリックス型組織」の考え方であ
る。今里は，これまでに複数の自治体で「地域担当
職員制度」が導入されてきたが，その多くは，職員
が「本務」の傍ら片手間に地域担当に出かけて行く
にすぎない（今里2001：25）と指摘する。その上で，
今里は，地域づくりが最大の課題となる分権型社会
においては，「地域」もまた「職務」同様，行政組
織の構成軸でなければならず，個々の職員はある職
務の担当でありながら，同時にある地域の担当であ
るというマトリックス型組織の出現が望まれる（同
上：25）と指摘する。具体的に，今里は，「無理の
ない範囲で」という条件付きの下，「自治体職員は
できるだけ積極的に祭りをはじめ地域行事に関わる
べきだ」（今里2018：94）とする。
　２つ目は，大杉覚による「地域人」財の考え方で
ある。大杉は，住民が日々生活を送る中での諸課題
が発生し認識される局面こそが地域における固有の
「現場」であり，それら諸課題に対する解決策の効
果ないし成果が判明する帰着点も同じ「現場」であ
る（大杉2018a：18）とした上で，農山村部の町村
役場の職員全員であれ，政令指定都市の区役所職員
であれ，単に担当業務を空間的や地理的に地域（地
区）割にしているだけでなく，限られた人員を効果
的にやりくりするための工夫とし，縦割りの特定業
務に限定されないオールラウンドな業務内容を求め
られる存在を，地域担当職員として想定している
（大杉2018b：86-87）。また，大杉は，様々な政策分
野にまたがる地域ガバナンスが扱うテーマの範囲が
拡大することに対し，求められる「公共的サービス
の実施」が多様化した現在では，「地域人」財のマ
ネジメント手法も必然的に変容を遂げざるを得ない
（大杉2019：87）とする。
３つ目は，２つ目と同じく大杉による「現場実践
の行動原理」の考え方である。同原理は，住民に身
近な政府としての基礎的自治体において，地域コ
ミュニティは住民生活のまさに最前線であり，自治
体職員には，積極的にその現場に赴きコミットする
ことを求め（大杉2013：10），「これまでの地域と
行政のもたれ合いからは一歩距離を置き，むしろも
つれたしがらみを解きほぐす役割」を期待している
（同上：11）。また，大杉は，同原理を実現させ，自
治体経営を推進する上でもそれを職員に徹底させる
ことが求められ，その点で「地域担当職員制度」は
可能性に満ちたツールであり（同上：12），同原理
は，地域担当職員の心構えとして，全体的な取組の
ネットワークの中で結節点の役割を担う地域自治に
おいて（大杉2016：7，38-39），「地域社会という公
共のプロの担い手である自治体職員として，その職
務上，住民や地域に真摯に向き合う姿勢が求めら
れ」（大杉2017：159），その「地域や住民からは，
縦割りのセクションで分かれた役所のいわば総合窓
口としての役割を地域担当職員が果たしてくれる
のではないかと期待される」との見解（大杉2016：
26）を示している。
おわりに
　ここまでの考察を踏まえて，先に実証した３つの
仮説に対する考察結果を，次のとおり図２としてま
とめた。
つまり，地域担当職員に求められる役割として，
現場実践の行動原理に基づき，祭りやイベント等の
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地域行事への参加という基礎的役割から，その基礎
的役割を通して構築する地域コミュニティとの信頼
関係の下に，更に一歩進んだ，地域コミュニティの
自主性に基づく各種地域（地区）計画の策定促進，
そのための支援という発展的役割が求められる（図
中の①）。それには，「地域人」財として，政策分野
を横断した取組が求められるものと考える。これに
より，仮説２の制度の周知不足による不活性化の
問題について，自治体の広報誌やホームページ等を
通して行うだけでは限界があるが，実際に地域担当
職員が地域コミュニティに出向き，地域活動への従
事等を通して，その存在を知ってもらうことにより
広まっていくことに繋がるものと考える。
しかし，それには自治体行政職員のみでは対応し
切れない。そこで，マトリックス型組織として，行
政組織内外からの支援体制の構築が求められる（図
中の②）。これと先の限られた人員及び財源の中で
の政策分野横断型の取組により，仮説１の職員の
負担感を軽減させることに繋がるものと考える。
その上で，地域コミュニティ内の各アクターが構
築するネットワーク・ガバナンスの中で，地域担当
職員による積極的な総合調整が必要となる（図中の
③）。自治体内の各地域コミュニティにおいては，
既に様々なアクターが活動しており，それらは互い
に連携を図りながらネットワークを形成し，その
ネットワークの中では，自治体行政ないし職員（ガ
バメント）も含まれ，それら全体でガバナンスを構
成している。これはネットワークにより結び付いた
ガバナンス，つまりネットワーク・ガバナンスと言
えるもので，このネットワーク・ガバナンスにおけ
る自治体職員の存在意義は，ネットワークを形成す
る単なる１つのアクターとしてだけに収まらない，
各政策分野を事務分掌毎に各担当部署が個々ばらば
らに対応するのではなく，それら政策分野を横断し
た形で，ネットワーク全体の連携を図っていくた
め，周囲のアクターを総合調整する点に求められる
ものと考える。これは，冒頭に定義を行ったローカ
ル・ガバナンスの概念にも繋がるものであり，ここ
に，仮説３の制度化の必要性への疑問に対する答
えの１つがあるものと考える。
　今後の課題として，まずは，「地域担当職員制度」
が抱える大きな課題である職員の負担感について，
本稿でも取り上げた習志野市の地域担当制を含め，
それを実際に担った経験を有する職員への調査を行
うとともに，更なる事例分析を行うため，本稿では
人口増を続ける地方都市にしか触れられなかった
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図２ ネットワーク・ガバナンスにおける総合調整役としての地域担当職員の役割
 筆者作成
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が，人口規模の異なる自治体の事例を始め，一度導
入したものの廃止してしまった自治体の事例等につ
いて分析を行っていきたい。
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人の見解であり，所属部署を代表するものではな
い。
注
１　総務省による地方財政の分析によると，「極めて厳し
い」状況にあり，「大幅な財源不足」が続いているとされ
る。
２　総務省による地方公共団体の定員管理に関する調査
結果によると，2017年４月１日現在の数値では,1994年
以来23年振りに増加となったものの，翌2018年４月１日
現在の数値では，再び減少に転じている。
３　内閣府が2016年１月に実施した「将来の公共サービ
スのあり方に関する世論調査」の結果によると，身近な
公共サービス評価として，「満足している」との回答は
58.7%に止まり，満足していない分野としては，福祉・
介護分野を始め，保健・医療分野，公共施設関連分野と
幅広く，手続きの煩雑さや負担に見合わないサービス，
その提供量の不足等が挙げられている。
４　2013年11月19日～12月18日の期間で，紙媒体発送・
電子メール回答により実施し，507市区から回答を得て
いる（回収率：62.4%）（日本都市センター2014：163）。
５　2015年８月３日～８日の期間で，紙媒体発送・電子
メール回答により実施し，444市区から回答を得ている
（回収率：54.6%）（日本都市センター2016：172）。
６　「地域担当職員制度に関する調査研究アンケート」は，
地方創生における地域担当職員制度の有効性等について
検討することを目的に，全国の市区町村1,741自治体を対
象とし，郵便による発送回収法により，2016年７月19日
～８月31日の期間で実施し，1,152自治体から回答を得
ている（回収率：66.2%）（地方自治研究機構2017：11）。
７　なお，事務局付の職員に1名以上女性職員を配置する
こととしている。
８　本調査は，2018年7月に，質問紙郵送調査法で実施し，
習志野市協働経済部協働政策課より回答を得た。以下
は，同調査結果をまとめたものである。
９　2014年12月に，252人を対象とし，電子メールを活用
した無記名方式で実施し，247人から回答を得ている（回
収率：98.0%）（首都大学東京2015：214）。
10　2016年３月，市内全域の15歳以上の男女480人を対象
に，インターネット（クローズ型）により実施している
（札幌市市民自治推進課2017：34）。
11　2016年１月～３月の期間で，市内の単位町内会長
2,207人を対象に，郵便による発送回収法により実施し，
1,281人から回答を得ている（回収率：58.0%）（札幌市
市民自治推進課2016：1）。
12　同調査は，市内89ヶ所（出張所2ヶ所を含む，2013年
11月時点）のまちづくりセンターの所長を対象に，質問
紙郵送法により，2013年11月～12月の期間で実施され，
56ヶ所の所長から回答を得ている（回収率：62.9%）（木
下他2015：84）。
13　本調査は，2019年6月に，質問紙郵送・電子メール回
答による調査法で実施し，奥田より回答を得た。以下は，
同調査結果をまとめたものである。本調査に対する回答
は，奥田が2014年に調査を行った当時の様子に基づくも
のである。なお，本稿における文責は全て筆者にある。
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